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救急搬送における高齢者の転倒の標準化発生比と社会経済状態の関連

吉
ヨシ

本
モト

好
ヨシ

延
ノブ

*,2* 三
ミ

木
キ

章
フミ

江
エ

3*,4* 浜
ハマ

岡
オカ

克
カツ

伺
ミ

*

大
オオ

山
ヤマ

幸
ユキ

綱
ツナ

* 河
コウ

野
ノ

淑
ヨシ

子
コ

2* 佐
サ

藤
トウ

厚
アツシ

4*

目的 本研究の目的は，わが国の既存統計では把握することができない救急搬送を伴った高齢者の

転倒と社会経済状態の関連性を明らかにすることであった。

方法 解析対象は55消防本部であり，転倒搬送件数は，平成19年の 1年間に救急搬送された一般負
傷に含まれる，死亡または入院加療を必要とした高齢者の転倒13,855件（男性4,225件，女性

9,630件）であった。研究デザインは，生態学的研究であった。転倒の標準化発生比は，各消
防本部が単年度に搬送した実際の転倒数と，最も人口の多い消防本部を標準集団とした期待転

倒数により算出した。転倒の標準化発生比に関連する社会経済的指標は，各消防本部の都市的

地域の有無，老年人口の割合，人口密度，舗装道路の割合，高齢夫婦世帯数，高齢単身世帯

数，第一次産業・第二次産業・第三次産業就業者数，雇用者の割合，役員数の割合，世帯密

度，課税対象所得，完全失業者の割合，医師数，病院数の計16項目とし，ステップワイズ重回
帰分析にて解析を行った。

結果 男性の転倒の標準化発生比に関連した要因は，高齢単身世帯数，高齢夫婦世帯数，役員数の

割合であり，標準偏回帰係数はそれぞれ，0.810, －0.440, －0.321を認め，これら 3要因によ
る自由度調整済み決定係数は0.394であった。女性の転倒の標準化発生比に関連した要因は，
高齢単身世帯数，第二次産業就業者数，完全失業者の割合，都市的地域の有無，役員数の割合

であり，標準偏回帰係数はそれぞれ，0.907, 0.529,－0.415, 0.411,－0.252を認め，これら 5要
因による自由度調整済み決定係数は0.454であった。

結論 救急搬送を伴った高齢者の転倒は，地域の世帯状況や就労状況，就労上の地位などが関連し

た。転倒予防対策は，高齢者を取り巻く人的・物的環境を整備し，社会的ネットワークを形成

することや，就労上の地位に対応した生活習慣の指導などが必要であると推察された。

Key words転倒，救急搬送記録，社会経済状態

 緒 言

わが国では，老年人口の増加に伴う高齢者の転倒

が深刻な社会問題となっている。厚生労働省の調査

結果（2004年)1)では，転倒は介護が必要になった
原因の第 3位（10.8）と報告されており，大腿骨
頚部骨折や脳外傷など重大な後遺症に繋がる可能性

が高い。わが国の大腿骨頚部骨折の年間発生件数は，

1987年には53,000人であったが，1992年には76,600

人，1997年には92,400人，2002年には117,900人と
年々増加傾向にあり2)，治療に要する医療費（2002
年）は約1,556億円と報告されている3)。高齢者の転

倒による外傷を予防することは，本人や家族の身

体的・精神的負担の軽減に繋がることはもちろんの

こと，医療費の削減など社会的な観点からも重要で

ある。

我々が行った先行研究4)では，全国の消防本部の

救急搬送記録を用いて，成人および高齢者の救急搬

送を伴った転倒状況を調査し，受傷者の性別や年齢

層によって転倒の発生原因に違いがあることを明ら

かにした。しかし，転倒状況は，受傷者の性別や年

齢層によって異なることに加えて，社会経済状態が

異なる地域では，転倒状況に相違を認めると予測さ

れる。転倒による発生頻度が高い骨粗鬆症性骨折と
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表 対象機関と日本全体の比較

項 目 詳 細 対象機関
131市町村

日本全体
1827市区町村 有意水準

人口密度（人/km2) 人口総数/総面積 1133.8±2103.2 1011.9±2305.8 0.691

老年人口の割合（) 65歳以上人口/人口総数×100 24.0±6.0 25.0±7.0 0.240

完全失業者の割合（) 完全失業者数/労働力人口×100 5.7±1.9 5.5±2.0 0.459

就業者100人あたりの第一次産業
就業者数（人)

第一次産業就業者数/就業者数
×100 10.7±8.8 12.5±10.7 0.184

就業者100人あたりの第二次産業
就業者数（人)

第二次産業就業者数/就業者数
×100 25.8±8.1 27.8±8.3 0.067

就業者100人あたりの第三次産業
就業者数（人)

第三次産業就業者数/就業者数
×100 62.6±8.7 58.9±10.3 0.006

人口10万人あたりの医師数（人) 医師数/人口総数×100,000 171.9±80.9 146.4±165.3 0.241

人口10万人あたりの病院数（件) 病院数/人口総数×100,000 8.2±5.2 6.7±7.0 0.120

検定方法全て対応のない t検定，有意水準 5未満
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社会経済状態の関連性を検討した諸外国の先行研究

では5)，単身世帯や未婚者は骨折リスクが高いこと

を報告している。政治や文化，社会経済が異なる地

域では，転倒に関連する社会経済的要因や，その要

因の影響力などに相違を認める可能性があることか

ら，わが国独自の検討が必要であるが，わが国では

外傷を伴わなかった転倒も含めて検討された報告が

わずかに散見される程度であり6)，受傷者が救急搬

送を必要とした転倒を検討した報告はない。

そこで本研究では，55消防本部の救急搬送記録を
活用し，わが国の既存統計では把握することができ

ない救急搬送を伴った高齢者の転倒と社会経済状態

の関連性を明らかにすることを目的に，生態学的研

究を用いて検討を行った。

 研 究 方 法

対象機関は，平成19年度版全国消防便覧7)に掲載

されている全国の消防本部807機関であり，紙面を
用いて研究参加への依頼を行った。解析対象機関

は，研究参加への承諾と同意が得られた300機関
中，救急搬送記録から転倒情報の収集が可能であ

り，本研究に必要な調査項目全てのデータ提供が可

能であった55機関（北海道12機関，兵庫 5機関，新
潟・和歌山・高知 4機関，秋田・埼玉・千葉・茨
城・神奈川・石川・大阪 2機関，青森・山形・栃
木・静岡・三重・鳥取・島根・広島・徳島・福岡・

長崎・熊本 1機関）であった（有効回収率6.8）。
解析対象は，平成19年 1月 1日より平成19年12月31
日の 1年間に55消防本部の救急隊員により搬送が行
われた高齢者（65歳以上）の中等症以上の転倒（救
急事故等報告要領の分類にもとづいて，死亡または

入院加療を必要とする）延べ13,855件（男性4,225
件，女性9,630件）とした。対象機関であった55機
関131市町村と日本全体の比較は表 1に示した。第
三次産業就業者数は，対象機関が有意に高値を認め

たが，人口密度，老年人口の割合，完全失業者の割

合，就業者100人あたりの第一次・第二次産業就業
者数，医師数，病院数は 2群間で有意差を認めなか
った。

研究デザインは，生態学的研究であった。救急事

故等の種別は，火災，自然災害，水難事故，交通事

故，労働災害事故，運動競技事故，一般負傷，加

害，自損行為，急病，その他の計11種別に分類され
ており，歩行中のつまずきや階段での転倒，台や自

転車からの転落は一般負傷に該当する。そのため，

本研究における転倒の定義は，「救急事故種別の一

般負傷に分類された転倒および転落であり，他の10
種別に分類された転倒および転落は除外する」とし

た。各消防本部から大学へのデータの移送は，パス

ワード設定を行った電子媒体（メール，CD�R），
もしくは印刷物などにて送信・郵送を行った。

転倒の標準化発生比（以下，転倒標準化発生比）

は，各消防本部が単年度に搬送した実際の転倒数

と，住民基本台帳人口要覧8)から最も人口の多い消

防本部を標準集団とした期待転倒数により算出し

た。なお，複数市区町村を管轄する消防本部は，管

轄する市区町村の人口の合計値で除した。転倒標準

化発生比の計算式を以下に示す。

転倒標準化発生比＝各消防本部の転倒数/期待転

倒数(期待転倒数＝Σ標準集団の年齢階級別転倒率

×各消防本部の年齢階級別人口)

高齢者の転倒標準化発生比に関連すると思われた
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表 調査項目の概要

項 目 詳 細 資料原 調査年

都市的地域の有無
人口総数20万人以上を都市的地域とし
た 国勢調査 2005

老年人口の割合（) 65歳以上人口/人口総数×100 国勢調査 2005

人口度密（人/km2) 人口総数/総面積
人口総数国勢調査 2005
総面積国勢調査 2006

舗装道路の割合（) 舗装道路実延長/道路実延長×100 都道府県業務資料 2006

65歳以上人口1,000人あたりの高齢夫
婦世帯数（世帯)

高齢夫婦世帯/65歳以上人口×1,000 国勢調査 2005

65歳以上人口1,000人あたりの高齢単
身世帯数（世帯)

高齢単身世帯/65歳以上人口×1,000 国勢調査 2005

就業者100人あたりの第一次産業就業
者数（人) 第一次産業就業者数/就業者数×100 国勢調査 2005

就業者100人あたりの第二次産業就業
者数（人)

第二次産業就業者数/就業者数×100 国勢調査 2005

就業者100人あたりの第三次産業就業
者数（人)

第三次産業就業者数/就業者数×100 国勢調査 2005

雇用者の割合（) 雇用者数/就業者数×100 国勢調査 2005

役員数の割合（) 役員数/就業者数×100 国勢調査 2005

世帯密度（世帯/km2) 世帯数/可住地面積
世帯数国勢調査 2005

可住地面積国勢調査 2006

納税義務者 1人あたりの課税対象所得
（100万円） 課税対象所得/納税義務者 事業所・企業統計調査報告

2006
2006

完全失業者の割合（) 完全失業者数/労働人口×100 国勢調査 2005

人口10万人あたりの医師数（人) 医師数/人口総数×100,000
医師数医療施設調査 2004
人口総数国勢調査 2005

人口10万人あたりの病院数（件) 病院数/人口総数×100,000
病院数医療施設調査 2005
人口総数国勢調査 2005
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社会経済的指標は，統計でみる市区町村のすがた

2009に掲載されているデータに基づいて，各消防本
部の都市的地域の有無，老年人口の割合，人口密

度，舗装道路の割合，高齢夫婦世帯数，高齢単身世

帯数，第一次産業・第二次産業・第三次産業就業者

数，雇用者の割合，役員数の割合，世帯密度，課税

対象所得，完全失業者の割合，医師数，病院数の計

16項目とした（表 2）。複数の市区町村を管轄する
消防本部は，管轄する市区町村の社会経済的指標の

合計値を代表値とした。

統計解析は，高齢者の転倒標準化発生比と社会経

済的指標の関連について，転倒標準化発生比を目的

変数，社会経済的指標を説明変数として単回帰分析

を行い，次いでステップワイズ重回帰分析を行っ

た。独立変数の選択は，P＜0.05の変数をモデルに
取り込み，P＜0.10の変数をモデルから除去した。

モデルに選択された説明変数は，多重共線性を考慮

して，Variance In�ation Factorsが4.0以上の場合に
は，分散の比率が大きい説明変数間の一方を削除し

た後に再度重回帰分析を行い，自由度調整済み決定

係数の高いモデルを採用した。

本研究は，高知女子大学生活科学倫理専門審査委

員会において承認を受けた。研究協力者および研究

協力機関への説明は，研究依頼書を用いて研究の目

的，方法，意義，守秘義務，研究協力の任意性，研

究協力撤回の自由，研究協力機関に生じる不利益や

危険性およびその対応などについて説明し，受傷者

を特定できる可能性のあるデータ（受傷者の氏名，

住所，搬送先の医療機関名など）を収集しないよう

配慮を行った。また，消防本部から情報公開手続き

の依頼があった場合は，消防本部の指示および情報

公開申請書の内容に従って手続きを行った。
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表 男性の転倒標準化発生比を目的変数とした単回帰分析および重回帰分析

変 数
単回帰分析 重回帰分析

標準偏回帰係数 有意水準 標準偏回帰係数* 有意水準

都市的地域の有無（あり 1，なし 0とコード化) 0.197 0.150 ― ―

老年人口の割合 0.296 0.028 ― ―

人口密度 0.105 0.447 ― ―

舗装道路の割合 －0.169 0.218 ― ―

65歳以上人口1,000人あたりの高齢夫婦世帯数 0.124 0.367 －0.440 0.003
65歳以上人口1,000人あたりの高齢単身世帯数 0.500 0.001 0.810 0.001
就業者100人あたりの第一次産業就業者数 0.022 0.875 ― ―

就業者100人あたりの第二次産業就業者数 －0.138 0.315 ― ―

就業者100人あたりの第三次産業就業者数 0.095 0.489 ― ―

雇用者の割合 －0.147 0.285 ― ―

役員数の割合 －0.241 0.076 －0.321 0.004
世帯密度 0.151 0.271 ― ―

納税義務者 1人あたりの課税対象所得 －0.103 0.455 ― ―

完全失業者の割合 0.405 0.002 ― ―

人口10万人あたり医師数 0.199 0.145 ― ―

人口10万人あたり病院数 0.236 0.083 ― ―

重相関係数 0.654
自由度調整済み決定係数 0.394
Durbinp-Watsonの検定 1.951

*16項目をもとにステップワイズ法（投入 P＜0.05，除去 P＜0.10）により選択された変数の標準偏回帰係数，―は
同基準で選択されていない変数
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 研 究 結 果

男性の転倒標準化発生比の分布状況は，0.0以上
0.2未満が 4機関（7.3），0.2以上0.4未満が10機関
（18.2），0.4以上0.6未満が14機関（25.5），0.6
以上0.8未満が18機関（32.7），0.8以上1.0未満が
2機関（3.6），1.0以上1.2未満が 3機関（5.5），
1.2以上が 4機関（7.3）であり，0.6以上0.8未満
の消防機関が最も多かった。女性の転倒標準化発生

比の分布状況は，0.0以上0.2未満が 2機関（3.6），

0.2以上0.4未満が13機関（23.6），0.4以上0.6未満
が 9機関（ 16.4）， 0.6以上 0.8未満が 15機関
（27.3），0.8以上1.0未満が12機関（21.8），1.0
以上1.2未満が 2機関（3.6），1.2以上が 2機関
（3.6）であり，0.6以上0.8未満の消防機関が最も
多かった。

男性の転倒の標準化発生比に関連した要因は，高

齢単身世帯数，高齢夫婦世帯数，役員数の割合であ

り，標準偏回帰係数はそれぞれ，0.810, －0.440,
－0.321を認め，これら 3要因による自由度調整済
み決定係数は0.394であった（表 3）。女性の転倒の
標準化発生比に関連した要因は，高齢単身世帯数，

第二次産業就業者数，完全失業者の割合，都市的地

域の有無，役員数の割合であり，標準偏回帰係数は

それぞれ，0.907, 0.529,－0.415, 0.411,－0.252を認
め，これら 5要因による自由度調整済み決定係数は
0.454であった（表 4）。

 考 察

本研究では，高齢者の転倒標準化発生比と社会経

済的指標の関連性を生態学的研究にて検討した。本

研究では，転倒後の診断名を調査できていないが，

本研究の対象は，医療機関で死亡，または入院が必

要と診断された患者の転倒であり，軽症であった患

者の転倒は除外されていることから，多くは医学的

に重症度の高い骨折や頭部外傷などを伴った転倒で

あると推察された。

高齢者の転倒9)および転倒後の骨折10)に関連する

要因を調査した先行研究では，高齢単身世帯は転倒

および転倒後の骨折に関連する重要な要因であると

報告されている。本結果からも，男女ともに高齢単

身世帯数が多いほど，転倒標準化発生比は高い傾向

を認めており，男性では高齢夫婦世帯数が多いほど

転倒標準化発生比は低い傾向を認めたことから，高

齢単身世帯が増加傾向にあるわが国においては，今

後さらに高齢者の転倒問題が深刻化すると予測され
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表 女性の転倒標準化発生比を目的変数とした単回帰分析および重回帰分析

変 数
単回帰分析 重回帰分析

標準偏回帰係数 有意水準 標準偏回帰係数* 有意水準

都市的地域の有無（あり 1，なし 0とコード化) 0.369 0.006 0.411 0.001
老年人口の割合 0.028 0.840 ― ―

人口密度 0.317 0.018 ― ―

舗装道路の割合 －0.002 0.989 ― ―

65歳以上人口1,000人あたりの高齢夫婦世帯数 0.117 0.394 ― ―

65歳以上人口1,000人あたりの高齢単身世帯数 0.427 0.001 0.907 0.001
就業者100人あたりの第一次産業就業者数 －0.267 0.048 ― ―

就業者100人あたりの第二次産業就業者数 0.011 0.938 0.529 0.001
就業者100人あたりの第三次産業就業者数 0.230 0.092 ― ―

雇用者の割合 0.117 0.395 ― ―

役員数の割合 －0.054 0.696 －0.252 0.034
世帯密度 0.353 0.008 ― ―

納税義務者 1人あたりの課税対象所得 0.214 0.117 ― ―

完全失業者の割合 0.130 0.345 －0.415 0.004
人口10万人あたり医師数 0.329 0.014 ― ―

人口10万人あたり病院数 0.059 0.668 ― ―

重相関係数 0.710
自由度調整済み決定係数 0.454
Durbin-Watsonの検定 1.702

*16項目をもとにステップワイズ法（投入 P＜0.05，除去 P＜0.10）により選択された変数の標準偏回帰係数，―は
同基準で選択されていない変数
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た。高齢者における転倒後の重症度に関連する要因

を調査した先行研究11)では，転倒後の重症度は転倒

後の臥床時間と関連しており，転倒した状態で長時

間臥床することで，転倒による外傷に加えて，褥創

や脱水症，低体温など二次的な合併症の可能性が高

くなることを報告している。転倒に限らず，救急搬

送事例の重症度に関連する要因を調査した先行研

究12)では，救急車を利用するまでの時間が長いほ

ど，傷病程度は重症化しやすいとの報告も散見され

る。転倒標準化発生比と高齢単身世帯数が関連した

理由としては，住宅で転倒した場合は受傷者の発見

や救急搬送への依頼が遅れることで受傷者が重症化

しやすいことが推察された。一方，本研究は救急搬

送を伴った転倒を対象としており，単身世帯では，

家庭内における対応能力が低下（応急処置や家族に

より受傷者を医療機関まで搬送することが困難）し

ていることにより，自力で医療機関の受診が困難な

場合は，救急車を利用する可能性が高くなるとも推

察された。本研究は，地域単位の生態学的研究であ

ることから，転倒と高齢単身世帯が関連した原因を

明確にすることは困難であり，今後は個人単位での

検討が必要である。

本結果から，女性では完全失業者の割合が多いほ

ど，転倒標準化発生比は低い傾向を認めており，男

女ともに世態密度と課税対象所得は，転倒標準化発

生比と関連を認めなかった。死亡率と貧困の関連を

検討した先行研究13)では，男性の失業は，社会階層

の低さや世帯の密集度とともに貧困を表す一指標と

して用いられており，失業者の増加は世帯所得の減

少に繋がることから，無賃で利用可能な救急車の利

用頻度が増加すると予測されたが，本結果では異な

る傾向を認めた。骨粗鬆症性骨折と所得の関連を検

討した先行研究では，骨折は低所得者に多いとした

報告14)と，関連性は認めないとした報告15)があり，

統一した見解は得られておらず，救急搬送を伴った

転倒を対象とした本検討においても，転倒が低所得

と関連しているとは結論できないと考えられた。

本結果から，女性は都市部の転倒標準化発生比が

高い傾向を認めた。転倒による発生頻度が高い骨折

の地域差を検討した諸外国の先行研究16)では，骨折

発生率は農村部より都市部で高い傾向を認めてお

り，調査方法に相違はあるが，本結果においても先

行研究と同様の傾向を認めた。また，骨折の地域差

を検討した先行研究16)では，農村部と都市部の骨折

発生率が異なった原因として，農村部では農業など

の肉体労働に従事している住民が多いことが一要因
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であると報告しているが，本結果では，第一次産業

就業者数と転倒標準化発生比の関連は認められなか

った。本研究は，地域単位の指標を用いた生態学的

研究であり，原因を明らかにすることは困難である

が，転倒標準化発生比が都市部で高値を認めた一要

因としては，余暇の身体活動性の低下17)や喫煙18)な

ど都市部の住民に多い生活習慣が，易転倒性および

骨脆弱性19)を誘発している可能性があると推察され

た。これらの検証は，今後の課題である。

本結果では，女性は第二次産業就業者数が多いほ

ど，転倒標準化発生比が高い傾向を認めており，男

女ともに役員数の割合が多いほど，転倒標準化発生

比が低い傾向を認めていた。本研究は，一般負傷の

転倒を対象にしており，労働中の転倒は除外してい

ることから，転倒が就労中に発生しているとは考え

にくく，職業や就労上の地位に応じた生活背景が人

体に何らかの影響を与えていると推察された。転倒

標準化発生比と就労上の地位が関連した理由として

は，社会的地位が低い労働者は，喫煙や運動不足，

野菜の摂取不足など不健康な保健行動を取りやすい

ことから20)，不健康な保健行動から身体機能の低下

や疾患の発症リスクを高めることで，転倒および転

倒後の骨折など重大な外傷を誘発している可能性が

あると推察された21)。しかし，本結果からでは，職

業や就労上の地位が関連していた原因を明確にする

ことができず，今後はこれらの内容を踏まえて個人

単位の分析が必要であると考えられた。

本研究の限界点としては，第一に消防本部からの

データ回収率が低率であったことが考えられた。救

急搬送を伴った転倒に関する情報は，転倒状況に関

する消防庁への報告義務がないことから，過去の転

倒の情報では詳細な転倒状況の把握が困難，または

詳細な転倒状況の把握が可能でも，転倒情報の抽出

には，多大な時間と労力を要することから，本研究

への協力がマンパワー上困難な消防本部が多く，全

ての消防本部を調査することはできなかった。しか

し，本研究の対象機関と日本全体の比較では，多く

の地域特性に差を認めなかったことから，本研究の

対象は，概ね日本全体を反映していると考えられた。

第二の限界点としては，生態学的錯誤の問題が考

えられた。本研究は，各消防本部の管轄内で発生し

た転倒に関連する社会経済状態を生態学的研究にて

調査したものであることから，集団レベルで明らか

になった結果が，個人レベルに必ずしも当てはまら

ない。しかし，本研究は，救急搬送を伴った転倒と

社会経済状態の関連を明らかにしたわが国初の試み

である。本研究は，想定した仮説を検証するもので

はないが，個人単位での研究や縦断調査など，さら

に研究を進めるための仮説の設定に有効であると考

えられた。

最後に，本結果により得られた仮説を立証するこ

とができれば，転倒予防対策は，高齢者を取り巻く

人的・物的環境を整備し，社会的ネットワークを形

成することや，就労上の地位に対応した生活習慣の

指導などが必要であると推察された。

本研究に関して多大なご協力をいただきました幡多中

央消防組合消防本部消防長の武田弘一様，高橋明様，四

万十市立市民病院の池一美様，各消防本部の関係者の皆

様に深謝いたします。
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